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［第１号議案］ 令和６年度事業報告 

 

 

主要事業報告の概要（詳細は各項目を参照） 

 

(1) 教員研修・研究 

① 研修事業については、文部科学省の教育研修活動費補助金を受けて、専修学校教職

員を対象とした管理者・指導者・新任等の職位別に必要とされるテーマに関する研修

会をはじめ、専修学校等の教育機関の質保証に関する専門的人材の養成研修会や、留

学生受け入れ体制の充実等を目的とする研修会を実施した。 
② 研究事業については、専修学校教育において教育及び学校運営の質の保証・向上、

教職員の一層の資質向上を図るため、オンラインと対面の研修会受講方法の違いによ

る受講後の研修効果の差異について調査を行った。 
(2) 認定、表彰、評価・認証 

① 認定事業については、新任教員研修、准教員研修の各修了者のうち、認定資格を満

たす者について認定を行い、認定証を交付した。 
② 表彰事業については、都道府県支部を通じて申請が出された教職員及び学習者等に

対して表彰状を授与した。 
(3) 検定 

① 中央試験委員会のもと、検定事業の収益確保、事業安定化のため施策審議を行った。

また J 検情報システム試験プログラミングスキル試験改訂について、国家試験（基本

情報技術者試験）の改訂に伴い試験範囲の検討を行い、内容の見直しを行った。 

② 文部科学省後援「情報検定（Ｊ検）」ペーパー方式は情報活用試験を年２回（６月、 
１２月）、情報システム試験を年２回（９月、２月）、ＣＢＴ方式は情報活用試験、 
情報システム試験、情報デザイン試験の各試験区分を通年実施した。また、文部科学 
省後援「ビジネス能力検定ジョブパス（Ｂ検）」ペーパー方式２級、３級を年２回（７

月、１２月）実施し、ＣＢＴ方式を１級は年２回（９月、２月の一定期間）、２級、

３級を通年実施した。 
(4) 保険 

学生・生徒への補償及び、学校や学校法人に対する各種保険制度への加入について、

普及促進した。 
(5) 出版・広報 

① 出版事業については、例年のとおり「全国専修学校総覧」、「アクティブ・ラーニン

グ型キャリア教育ワークブック『未来ノート』」、「職業キャリア教育（ＦＡＣＥ）」（大

阪府以外をＴＣＥ財団版として）、「専修教育」を発行した。 
② 広報事業については、ホームページの運営により、ＴＣＥ財団が実施する各事業等

に関する情報発信を行った。 
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Ⅰ．会議の開催 

 

１．理事会・評議員会 

①第１４９回理事会 

○日時：令和６年６月４日 

○会場：アルカディア市ヶ谷 

○議題：第１号議案 令和５年度事業報告 

第２号議案 令和５年度決算報告ならびに監査報告 

第３号議案 令和６年度第１次補正予算  

第４号議案 評議員会の招集について  

②第９９回評議員会  

○日時：令和６年６月２５日 

○会場：アルカディア市ヶ谷 

○議題：第１号議案 令和５年度事業報告 

第２号議案 令和５年度決算報告ならびに監査報告 

第３号議案 令和６年度第１次補正予算  

第４号議案 理事の選任について  

第５号議案 評議員の選任について  

第６号議案 監事の選任について  

③第１５０回理事会（オンライン開催） 

○日時：令和６年７月８日 

○会場：事務局会議室 

○議題：第１号議案 代表理事等の選定 

 

④第１５１回理事会（オンライン開催） 

○日時：令和６年１０月２２日 

○会場：事務局会議室 

○議題：第１号議案 令和６年度事業中間報告 

第２号議案 評議員会の招集について 

⑤第１５２回理事会・第１００回評議員会 

○日時：令和７年３月１２日 

○会場：アルカディア市ヶ谷 

○議題：第１号議案 令和７年度事業計画 

第２号議案 令和７年度予算 

 

２．常務理事会・正副理事長会議等 

（１）常務理事会（オンライン開催） 

①令和６年度 第１回 

○日時：令和６年５月２２日 

○会場：事務局会議室 

○議題：令和５年度事業報告 

令和５年度決算報告 
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令和６年度第１次補正予算 

理事会・評議員会への対応 

②令和６年度 第２回 

○日時：令和６年１０月４日 

○会場：事務局会議室 

○議題：令和６年度事業中間報告 

 

 ③令和６年度 第３回 

○日時：令和７年３月４日 

○会場：事務局会議室 

○議題：令和７年度事業計画 

令和７年度予算 

第１５２回理事会・第１００回評議員会（３月１２日）への対応 

令和６年度事業中間報告 

 

（２）正副理事長会（オンライン開催） 

   ○日時：令和６年５月８日 

○会場：事務局会議室 

○議題：役員改選への対応について 

 

 

３．委員会 

(1) 研究研修事業中央委員会（研修中央委員会） 

令和６年度の研修・研究事業を統括し、事業計画に従い円滑かつ効果的な事業を実施。 

文部科学省教育研修活動費補助金の動向を踏まえて、令和７年度以降の研修・研究事

業計画を立案した。 

①令和６年度 第１回（オンライン開催） 

○日時：令和６年４月１７日 

○議題：令和６年度新任教員研修事業計画案・収支予算案の審議 

令和５年度研修・研究事業報告 

令和６年度研修・研究事業の検討 

②令和６年度 第２回（対面開催） 

○日時：令和７年１月２８日 

○議題：令和７年度国内派遣・研究奨励事業の審査 

    令和６年度研修・研究事業中間報告 

令和７年度研修・研究事業計画及び予算の検討 

 

(2) キャリア・サポート事業運営委員会 

キャリア・サポート事業推進のため、研修中央委員会の下に委員会を設置。  

キャリア・サポーター養成講座を中心とした各種関連研修会の実施計画を立案・運営し

た。 

また、都道府県支部・学校法人等による当該講座実施計画の審査・承認及び受講修了者

の認定審査を実施した。 
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(3)中堅教職員研修事業開発・運営等委員会 

中堅教職員研修事業等の普及・促進のため、中堅教職員研修等研究委員会を設置。また、

教育及び学校運営の質の保証・向上、教職員の一層の資質向上を図るため、これまでと今

後の研修会の研究を行った。研究方法は、担当講師と専門家を委員会に招き、精査・改善

を行った（教員研修・研究の「専修学校教育内容等改善研究協力校事業」として実施）。研

究結果を取りまとめた中堅教職員研修等研究委員会報告書をホームページで公開した。  

 

(4) 保険事業運営委員会  

保険事業の現状報告を行うため、１回開催した。 

令和６年度 第１回（オンライン開催） 

○日時：令和６年１２月１１日 

○議題：学生生徒災害傷害保険等の報告 

     次年度の保険事業（保険料の改定）について 

(5) 中央試験委員会 

情報検定、ビジネス能力検定ジョブパス両専門委員会で検討された課題、問題点につ

いて適宜報告し、その解決のための助言を行うとともに、出願者、受験団体の動向、お

よび収益状況の経過を理事会に報告した。 

 

(6) 評価・認証事業運営委員会 

教育機関内での評価又は外部評価等の活動を担う、または担う予定の人材の能力開発、

教育機関に対する外部評価等の結果を認証するために設置。 

 

Ⅱ．教員研修・研究 

１．校長・教頭研修（国庫補助事業） 

 (1) 管理者研修会 

専修学校の校長、教頭及びこれに相当する者等を対象とし、専修学校が直面している

諸課題についての研修を全専各連・全専協と共催で実施した。 

○日時：令和６年１２月１８日（オンライン開催） 

○参加者数：２０３名 

○テーマ及び講師： 

「専修学校をめぐる最近の動向について」  

文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課 専修学校教育振興室  

室長 米原 泰裕 

「専門学校における第三者評価の重要性と展望について」  

全国専修学校各種学校総連合会   常任理事・総務委員長  

 (東京メディカル・スポーツ専門学校  学校長) 関口 正雄 

 

 (2) 専門学校の教育訓練・運営に係る内部質保証人材の養成講習（国庫補助事業） 

専門学校が自己評価と評価結果の公表という法的義務を適切に果たす取り組みを促

進するため、「NPO 法人職業教育評価機構の評価基準」並びに、国際規格「ISO29990」の

後継規格「ISO29993」の要求事項をもとに、専門学校内で教育訓練・運営の質保証を中

核的に担う評価人材を養成するための講習を全専協と共催で実施した。 
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○日時：令和７年２月６日・７日（オンライン開催） 

○参加者数：２５名 

○テーマ及び講師： 

・「学校評価ガイドラインに沿った自己評価・学校関係者評価の進め方」 

・「専修学校における第三者評価の取組」 

・「自己評価報告書の作成演習（グループ演習・討議）」 

特定非営利活動法人職業教育評価機構 参与 真崎 裕子 

・「専門学校の職業教育を取り巻く評価制度」 

・「学習サービスの評価手法（監査技法）」 

・「ISO29993：2017 の要求事項①」 

・「ISO29993：2017 の要求事項②」 

・「学習サービスの評価手法と内部監査事例演習－内部監査の技術・知識の概要並

びに ISO29993：2017 の要求事項に基づく模擬演習－」 

JAMOTE 認証サービス株式会社 代表 八木 信幸 

 

２．指導教員研修（国庫補助事業） 

専修学校教育において、後進の指導等を含め、専修学校教育の振興に尽力することが 

期待される中核的・専門的な役割を担う中堅教職員の育成を目的とした「中堅教職員研

修会」のうち、「教職員のキャリアデザインワークショップ（これからの専修学校を担

う自立型教職員育成研修）」、「新任指導力（メンタリング）」を実施した。 

■教職員のキャリアデザインワークショップ（これからの専修学校を担う自立型教職

員育成研修） 

○日程：令和６年７月３１日、８月１～２日  

○会場：アルカディア市ヶ谷（東京都千代田区） 

○受講者数：６名 

○テーマ及び講師：  

・「キャリアとは？」・「キャリアデザインについて」・「中堅教職員の立場と役割」  

・「自己のキャリアの棚卸し」・「自己理解について」・「自分のできることとやる気の  

根っこ」・「キャリアビジョンシートについて」・「環境分析について」・「これからの  

自分を考える」・「今後のキャリアビジョンと具体的な行動プランの考察・発表」  

梅花女子大学 看護保健学部 口腔保健学科 准教授 上浦 環 

          

■新任指導力（メンタリング） 

○日程：令和６年８月８～９日 

○会場：アルカディア市ヶ谷（東京都千代田区） 

○受講者数：２４名 

○テーマ及び講師： 

・「メンタリングとは？」・「メンターに求められるもの」・「メンターの在り方」・「メ 

ンタリングの４つの基本的技術」・「１日目の振り返り」・「総合演習」・「今回の学び 

を新任指導で生かすために」 

株式会社ウェルネス研究所  代表取締役 青木 慶子 

３．新任教員研修 

 (1) 新任教員研修（国庫補助事業） 

専修学校の新任教員に必要な基礎知識を身につけさせ、今後の専修学校教育を担う人
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材を育成するため、都道府県研究研修事業支部委員会の協力を得て、次のとおり実施し

た。 

○実施支部：宮城県、福島県、埼玉県、千葉県、東京都、岐阜県、愛知県、京都府、

大阪府、岡山県、福岡県、鹿児島県、沖縄県（全１３支部） 

○実施期間：延べ６９日間 

○参加者数：合計４２２名 

○講師人数：延べ ７９名 

 (2) 事務担当者会議 

新任教員研修の研修科目の高度化を図るとともに、ＴＣＥ財団の諸事業及び全専各連

の活動に関する情報伝達、意見交換を行い、組織の活性化及び事務の円滑化を目的とす

る事務担当者会議を、全専各連と共催で実施した。  

○日程及び会場 

令和６年４月１９日  アルカディア市ヶ谷（東京都千代田区） 

 

４．専修学校教員国内派遣研修事業（国庫補助事業） 

専修学校の教員を国内の教育機関又は研究機関等へ派遣し、専修学校教育に関し必要

な知識や技術を研修させ、その資質の向上を図ることを目的とした事業。令和６年度は

応募がなかったため本事業は行わなかった。 

 

５．専修学校教員研究奨励事業（国庫補助事業） 

専修学校教員の研究活動を推進・奨励し、広く専修学校教育の質的向上、内容充実に

資することを目的とした事業。令和６年度は応募がなかったため本事業は行わなかった。 

 

６．専修学校教育内容等改善研究協力校事業（国庫補助事業） 

中堅教職員研修事業等の普及・促進のため、中堅教職員研修等研究委員会を設置。こ

れまでと今後の研修会の研究を行う。研究方法は、担当講師と専門家を委員会に招き、

精査・改善を行った。 

 

■第１回委員会 令和６年５月１日 

○ 今年度の研究の検討 

(１) 事業の目標 

(２) 調査・研究・委員会及び研修の年間スケジュールと内容の検討 

 

■第２回委員会 令和６年６月６日 

○ 今年度の研修会・研究の確認 

 

■第３回委員会 令和６年１０月１０日 

○ 今年度の研修会・研究の確認 

（１）今年度の研修会・研究の確認 

 

■第４回委員会 令和６年１２月１２日 

○ 今年度の研修会・研究の確認 

（１）今年度の研究について 
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（２）成果報告書の取りまとめ、次年度の計画 

（３）一般社団法人長崎県専修学校各種学校連合会教職員研修会について 

 

■第５回委員会 令和７年１月２９日 

○ 今年度の研修会・研究の確認 

(１) 今年度の成果とりまとめ 

(２) 今年度の研究について 

(３) 一般社団法人長崎県専修学校各種学校連合会教職員研修会について 

 

■研修会視察・検証  

① 令和６年７月２５～２６日  

「学級経営・学生対応（学級経営の効果的手法と学生の個別カウンセリング）」 

② 令和６年７月３１日、８月１～２日  

「教職員のキャリアデザインワークショップ 

（これからの専修学校を担う自立型教職員育成研修）」  

③ 令和６年８月８～９日 

「新任指導力（メンタリング）」 

④ 令和６年８月３０日 

「体系的カリキュラム・シラバス作成（インストラクショナル・デザイン）」 

視察委員：副委員長 古賀 稔邦（学校法人電子学園） 

委員   道幸 俊也（関東学院大学）  

 

７．専修学校教員研究協議会事業（国庫補助事業） 

 専修学校教職員の資質向上を目的として、専修学校が直面する課題等に関する研究及び

協議を行った。令和６年度の事業としては、「中堅教職員研修会」及び「専門学校留学生担

当者研修会」（全専協と共催）を実施した。 

 

■中堅教職員研修会Ⅰ 

○ テーマ及び講師 

「学級経営・学生対応（学級経営の効果的手法と学生の個別カウンセリング）」 

ＮＰＯ日本教育カウンセラー協会 理事 藤川 章 

○ 日程及び会場 

令和６年７月２５～２６日  アルカディア市ヶ谷（東京都千代田区） 

○ 受講者数 

２４名 

 

■中堅教職員研修会Ⅱ 

○ テーマ及び講師 

「体系的カリキュラム・シラバス作成（インストラクショナル・デザイン）」 

  株式会社ウチダ人材開発センタ 営業本部ラーニングデザイン部 

ラーニングデザイン２課 課長 日暮 薫 

○ 日程及び会場 

令和６年８月３０日（オンライン） 

※８月１６～３０日（オンデマンド学習期間） 
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○ 受講者数 

２４名 

 

■専門学校留学生担当者研修会 

○ テーマ及び講師 

「出入国在留管理行政の現況と取組」  

出入国在留管理庁在留管理支援部在留管理課 吉田 直樹 法務専門官 

「留学生に係る出入国審査・在留審査業務について」  

東京出入国在留管理局 留学審査部門 橋田 千聡 統括審査官 

○ 日程 

令和６年１１月２９日（オンライン）  

○ 受講者数 

１５３名 

 

８．キャリア・サポート関連研修事業 

キャリア・サポート事業運営委員会による立案、運営のもと、キャリア・サポーター

養成講座を財団主催講座として東京で開催した。また、都道府県支部・学校法人等が実

施する同講座へカリキュラム等を提供した。 

■ＴＣＥ財団主催講座  

東京会場 

○ 講師 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構  

長野支部長野職業能力開発促進センター ポリテクセンター長野  

梅野 文子 

○ 日程及び会場  

令和６年８月２１～２３日 日本電子専門学校 

○ 受講者数  

２４名 

■都道府県支部・学校法人等主催講座  

 山口会場 

○ 講師 

専門学校ＹＩＣグループ統括本部 統括本部長 岡村 慎一 

○ 日程及び会場  

令和６年８月５～７日 学校法人ＹＩＣ学院  

○ 受講者数  

１７名 

    香川会場 

○ 講師 

専門学校ＹＩＣグループ統括本部 統括本部長 岡村 慎一 

○ 日程及び会場  

令和６年８月２８～３０日 学校法人穴吹学園  

○ 受講者数  

２２名 
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Ⅲ．認定、表彰 

 

１．教員認定、准教員認定 

新任教員研修及び准教員研修の修了者のうち、認定資格を満たす以下の者について認定

証を発行した。認定者数は次のとおり。 

○教員認定者数  １９１名 

○准教員認定者数 １２４名 

 

２．キャリア・サポーター認定 

ＴＣＥ財団及び都道府県支部・学校法人等が実施するキャリア・サポーター養成講座の

修了者について、認定審査を行い、キャリア・サポーター認定証を交付した。 

  ○キャリア・サポーター認定予定者数  計６３名 

    ①東京会場（ＴＣＥ財団主催）    ２４名 

②山口会場（学校法人ＹＩＣ学院主催）１７名 

    ③香川会場（学校法人穴吹学園主催） ２２名 

 

３．教職員及び学習者等表彰 

表彰規程に基づき、都道府県支部を通じて申請が出された教職員及び学習者に対して表

彰状を授与した。表彰者数は次のとおり。 

○教職員表彰   １２０名 

○学習者表彰 ２，３４３名（内、日本語表記２，３１９名 英語表記２４名） 

○その他表彰     １名 

 

Ⅳ．検定 

１．文部科学省後援 情報検定（Ｊ検） 

(1) 試験の実施 

情報活用試験、情報システム試験はペーパー方式とＣＢＴ方式を併用、情報デザイン試験

はＣＢＴ方式のみで実施し、２１，６５５名の出願者を得た。詳細は下表のとおり。 
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(2) 専門委員会及び運営会議、試験問題評価会議の開催 

試験問題の作成、試験実施に関わる総括・成績判定等を円滑に行うための専門委員会

及び試験問題の精査、成果の検証を行うための試験問題評価会議を開催。また、専門委

員会からの諮問事項への対応、諸施策実現に向けた活動を運営会議が行った。 

(3) テキストの刊行 

実教出版株式会社、株式会社日本能率協会マネジメントセンターから、各試験区分に

対応するテキストを刊行した。 

(4) 普及広報活動 

都道府県支部の役員会等に出席し試験内容の紹介、新規団体獲得に向けた個別学校訪

問を行った。また既存団体との関係強化のため電話、メール等で非接触型の営業を継続

して実施した。情報システム試験プログラミングスキルの改訂を行ったため試験内容を

周知するため広く情報提供を行った。 

 

２．文部科学省後援 ビジネス能力検定ジョブパス（Ｂ検） 

 (1) 試験の実施 

２級、３級ではペーパー方式と CBT 方式を併用、１級は CBT 方式のみで実施し、総
出願者数１９，４７６名を得た。実施の詳細は下表のとおり。  

前期：7月7日

後期：12月1日

前期：9月7日～15日

後期：2月1日～9日

2級・3級 4月1日～3月25日

級 出願者数 受験者数 合格者数 合格率

１級 65 52 23 44.2%

２級 3,944 3,644 2,679 73.5%

３級 15,467 14,617 11,406 78.0%

合計 19,476 18,313 14,108 77.0%

実施日2級・3級
ペーパー

方式

実施期間
1級

CBT方式

 

 

(2) 専門委員会及び試験問題評価会議、運営会議の開催 

試験問題の作成、試験実施に関わる総括・成績判定等を円滑に行うため、各試験実施

日の前後に専門委員会を開催した。また、試験問題の精査、成果の検証を行うため、各

試験実施日の前後に試験問題評価会議を開催した。さらに普及広報活動の諸施策検討の

ため、運営会議に意見、助言を求めた。 

 

(3) テキスト・問題集の刊行 

株式会社日本能率協会マネジメントセンターから、各級に対応するテキスト、問題集

を刊行した。 

 

(4) 普及広報活動 

都道府県支部の役員会等に出席し試験内容の紹介、新規団体獲得に向けた個別学校訪

問を行った。また既存団体との関係強化のため電話、メール等で非接触型の営業を継続

して実施した。また利益率が高いＣＢＴ方式のメリットや特徴などを積極的に案内した。 
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Ⅴ．保険 
 
１．学生・生徒災害傷害保険等 

教育機関と学習者の安心と安全を確保し、健全な教育・学習活動をサポートするための

保険を、スケールメリットを活かした合理的な価格で提供することにより、教育機関及び

学習者を支援した。 

運営は東京海上日動火災保険株式会社を幹事会社として、三井住友海上火災株式会社、

損害保険ジャパン株式会社の３社による共同運営。代理店は株式会社第一成和事務所。  

各保険の加入校数・加入者数は以下のとおり。  

 

令和 令和 前年度比
5年度 6年度 増減

学校数 1,406 1,432 26

加入者数 195,085 207,265 12,180

保険料 229,827,510 245,884,810 16,057,300

学校数 75 101 26

加入者数 5,156 9,627 4,471

保険料 23,209,620 36,935,320 13,725,700

学校数 696 720 24

加入者数 86,305 87,795 1,490

保険料 21,576,250 21,948,750 372,500

学校数 226 231 5

加入者数 33,637 31,927 -1,710

保険料 33,637,000 31,927,000 -1,710,000

学校数 820 816 -4

加入者数 172,490 165,416 -7,074

保険料 22,896,276 23,209,286 313,010

学校数 243 239 -4

保険料 12,718,180 12,343,650 -374,530

法人数 135 142 7

保険料 19,461,640 20,256,160 794,520

363,326,476 392,504,976 29,178,500

学校施設賠償責任保険

学校教育活動賠償責任保険
（旧 学校賠償責任保険を組換）

個人情報漏えい保険

役員賠償責任保険
*R02新設

保険料合計

学生・生徒災害傷害保険
*通学特約・感染予防費用等含

留学生補償保険
*基本タイプ・拡充タイプ合算

インターンシップ活動賠償責任保険

医療分野学生生徒賠償責任保険

 

 

２．キャリア教育共済協同組合との連携  

「キャリア教育共済協同組合」との連携により、共済事業「学生・生徒２４時間共済」

の加入促進を行い、学校の正課中のみならず、幅広く学生生徒の安心安全な学習環境の提

供を推進した。  

 

３．教職員新補償制度とリスク評価対応型火災保険 

常勤及び非常勤教職員の業務従事中のケガ・特定疾病又は損害賠償責任等を補償する教
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職員新補償制度への加入法人は６法人。学校施設の独自リスク評価によりコスト割引を実

現するリスク評価対応型火災保険への契約は２５法人３３件。 

 

Ⅵ．出版・広報 
 
１．全国専修学校総覧 

全国の専修学校全てを網羅した進路指導資料として、令和７年版「全国専修学校総覧」

を令和６年１０月に刊行、全国の高等学校や関係方面に無償配布した。 

■総発行部数    ８，５００部 
■配布部数 無償分 ８，３００部 

有償分   ２００部 
 

２．アクティブ・ラーニング型キャリア教育ワークブック「未来ノート」 

アクティブ・ラーニング型キャリア教育ワークブック『未来ノート』を刊行し、（株）図
書文化社による委託販売を行った。 
 

３．職業キャリア教育（FACE） 

 主に後期中等教育機関を対象に、「職業キャリア教育（FACE）」（大阪府以外を TCE 財団

版として）を発行し、専門学校の入学事前学習等に活用されている。 

 

４．ホームページの運営と広報誌による情報提供 

ホームページを活用した積極的な情報提供とともに、各事業の案内・結果報告等を実施。 
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Ⅰ．財務諸表の部

Ⅱ．収支計算書の部

一般財団法人　職業教育・キャリア教育財団

令和6年度

自  令和 6年 4月 1日

至  令和 7年 3月31日

決算報告書
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貸借対照表
令和 7年 3月31日現在

一般財団法人 職業教育・キャリア教育財団

（単位：円）

科 目 当年度 前年度 増 減

Ⅰ  資産の部

１．流動資産

現金預金       560,815,646       569,810,867 △      8,995,221

現金                 0            55,738 △         55,738

普通預金       107,067,500       115,719,089 △      8,651,589

振替貯金       103,748,146       104,036,040 △        287,894

定期預金       350,000,000       350,000,000                 0

未収入金                 1                 1                 0

貯蔵品            12,925            15,389 △          2,464

仮払金           457,496           328,280           129,216

流動資産合計       561,286,068       570,154,537 △      8,868,469

２．固定資産

(1) 基本財産

基本財産        30,000,000        30,000,000                 0

基本財産合計        30,000,000        30,000,000                 0

(2) 特定資産

退職給付引当資産        80,691,800        57,939,700        22,752,100

特定資産合計        80,691,800        57,939,700        22,752,100

(3) その他固定資産

建物附属設備            23,840           324,707 △        300,867

什器備品                11                11                 0

ソフトウエア         1,582,167         2,352,167 △        770,000

電話加入権            14,000            14,000                 0

その他固定資産合計         1,620,018         2,690,885 △      1,070,867

固定資産合計       112,311,818        90,630,585        21,681,233

資産合計       673,597,886       660,785,122        12,812,764

Ⅱ  負債の部

１．流動負債

未払金           459,324         1,427,100 △        967,776

前受金           250,400           232,000            18,400

預り金           626,226           340,044           286,182

仮受金         1,579,000         1,472,000           107,000

賞与引当金         6,900,000         4,400,000         2,500,000

未払法人税等         5,253,600         6,446,900 △      1,193,300

未払消費税等         1,294,800           956,100           338,700

流動負債合計        16,363,350        15,274,144         1,089,206

２．固定負債

退職給付引当金        80,691,800        57,939,700        22,752,100

固定負債合計        80,691,800        57,939,700        22,752,100

負債合計        97,055,150        73,213,844        23,841,306

Ⅲ  正味財産の部

１．指定正味財産

寄付金        30,000,000        30,000,000                 0

指定正味財産合計        30,000,000        30,000,000                 0

（うち基本財産への充当額）        30,000,000( )        30,000,000( )                 0( )

２．一般正味財産       546,542,736       557,571,278 △     11,028,542

正味財産合計       576,542,736       587,571,278 △     11,028,542

負債及び正味財産合計       673,597,886       660,785,122        12,812,764
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正味財産増減計算書
令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで

一般財団法人 職業教育・キャリア教育財団

（単位：円）

科 目 当年度 前年度 増 減

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用益               600[ ]               601[ ] △              1[ ]

基本財産受取利息               600               601 △              1

事業収益       154,667,000[ ]       165,787,505[ ] △     11,120,505[ ]

受取研修受講料等         8,867,000         8,366,405           500,595

受取認定料         6,050,900         6,161,500 △        110,600

Ｊ検受取受験料        76,206,800        77,437,800 △      1,231,000

Ｂ検受取受験料        63,479,300        69,162,800 △      5,683,500

受取キャリア教育事業            63,000         4,659,000 △      4,596,000

受取補助金等         6,801,000[ ]         6,908,000[ ] △        107,000[ ]

受取国庫補助金         6,801,000         6,908,000 △        107,000

受取寄付金        15,593,505[ ]        15,994,720[ ] △        401,215[ ]

受取総覧配布協力金        15,593,505        15,994,720 △        401,215

受取事務手数料        41,087,733[ ]        40,856,313[ ]           231,420[ ]

受取保険事務手数料        34,012,979        33,466,808           546,171

Ｊ検受取事務手数料         1,262,765           914,629           348,136

Ｂ検受取事務手数料         5,811,989         6,474,876 △        662,887

受取広告料        13,444,715[ ]        13,932,919[ ] △        488,204[ ]

受取広告料         1,152,045         1,057,419            94,626

Ｊ検受取広告料         6,947,670         7,530,500 △        582,830

Ｂ検受取広告料         5,345,000         5,345,000                 0

雑収益         4,491,585[ ]         3,809,731[ ]           681,854[ ]

賞与引当金戻入額         4,400,000         3,800,000           600,000

受取利息            91,585             9,731            81,854

経常収益計       236,086,138       247,289,789 △     11,203,651

(2) 経常費用

事業費       216,775,941[ ]       214,985,826[ ]         1,790,115[ ]

会議運営費           344,654           131,292           213,362

研修研究費        14,466,352        14,719,231 △        252,879

調査広報活動費           100,285           231,000 △        130,715

認定費         1,032,649         1,059,371 △         26,722

Ｊ検試験運営費        38,422,189        37,621,733           800,456

Ｊ検普及広報費         6,846,437         7,260,689 △        414,252

Ｂ検試験運営費        38,558,829        40,420,513 △      1,861,684

Ｂ検普及広報費         8,614,453         8,051,152           563,301

教材事業費            62,884         2,221,769 △      2,158,885

総覧発行費         9,588,559         8,734,670           853,889

保険事務委託費        12,377,054        12,564,439 △        187,385

給料手当        48,427,468        43,995,948         4,431,520

雑給         2,256,807         2,046,986           209,821

退職給付引当金繰入         4,351,512         5,539,512 △      1,188,000

法定福利費         8,365,161         7,683,966           681,195

福利厚生費           614,780           533,299            81,481

旅費交通費         1,545,396         1,464,099            81,297

通信運搬費           436,031           359,001            77,030

減価償却費           942,363           905,256            37,107

消耗品費           319,036           334,782 △         15,746

新聞図書費            58,080            56,496             1,584

印刷費           298,812           464,498 △        165,686

水道光熱費           498,538           446,386            52,152

家賃         8,534,331         8,534,331                 0

リース料         1,565,132         1,063,277           501,855

租税公課         6,704,117         7,214,049 △        509,932

支払手数料         1,136,074         1,108,509            27,565

雑費           307,958           219,572            88,386

管理費        25,071,034[ ]        21,537,971[ ]         3,533,063[ ]

給料手当         6,603,745         5,999,447           604,298

雑給           307,745           279,134            28,611

賞与引当金繰入         6,900,000         4,400,000         2,500,000

退職給付引当金繰入           593,388           755,388 △        162,000
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科 目 当年度 前年度 増 減

法定福利費         1,140,703         1,047,813            92,890

福利厚生費            83,833            72,722            11,111

役員会運営費         2,323,082         1,781,665           541,417

渉外費            51,800            29,800            22,000

旅費交通費           210,735           199,649            11,086

通信運搬費            59,458            48,954            10,504

減価償却費           128,504           123,444             5,060

消耗品費            43,504            45,652 △          2,148

新聞図書費             7,920             7,704               216

印刷費            40,747            63,340 △         22,593

水道光熱費            67,982            60,870             7,112

家賃         1,163,772         1,163,772                 0

リース料           213,427           144,992            68,435

租税公課            59,883           135,851 △         75,968

支払手数料         5,028,813         5,147,834 △        119,021

雑費            41,993            29,940            12,053

経常費用計       241,846,975       236,523,797         5,323,178

評価損益等調整前当期経常増減額 △      5,760,837        10,765,992 △     16,526,829

評価損益等計                 0                 0                 0

当期経常増減額 △      5,760,837        10,765,992 △     16,526,829

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

退職給付引当金振替額        14,510,600[ ]                 0[ ]        14,510,600[ ]

経常外収益計        14,510,600                 0        14,510,600

(2) 経常外費用

退職給付引当金繰入額        14,510,600[ ]                 0[ ]        14,510,600[ ]

経常外費用計        14,510,600                 0        14,510,600

当期経常外増減額                 0                 0                 0

税引前当期一般正味財産増減額 △      5,760,837        10,765,992 △     16,526,829

法人税、住民税及び事業税         5,267,705[ ]         6,448,472[ ] △      1,180,767[ ]

当期一般正味財産増減額 △     11,028,542         4,317,520 △     15,346,062

一般正味財産期首残高       557,571,278       553,253,758         4,317,520

一般正味財産期末残高       546,542,736       557,571,278 △     11,028,542

Ⅱ  指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額                 0                 0                 0

指定正味財産期首残高        30,000,000        30,000,000                 0

指定正味財産期末残高        30,000,000        30,000,000                 0

Ⅲ  正味財産期末残高       576,542,736       587,571,278 △     11,028,542
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正味財産増減計算書内訳表
令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで

一般財団法人 職業教育・キャリア教育財団 （単位：円）

科        目
実施事業等会計

研修研究事業 認定表彰事業

その他会計

検定事業 保険事業 出版・広報事業 法人会計 内部取引消去 合計

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用益                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]               600[ ]                 0[ ]               600[ ]

基本財産受取利息                 0                 0                 0                 0                 0               600                 0               600

事業収益         8,867,000[ ]         6,050,900[ ]       139,686,100[ ]                 0[ ]            63,000[ ]                 0[ ]                 0[ ]       154,667,000[ ]

受取研修受講料等         8,867,000                 0                 0                 0                 0                 0                 0         8,867,000

受取認定料                 0         6,050,900                 0                 0                 0                 0                 0         6,050,900

Ｊ検受取受験料                 0                 0        76,206,800                 0                 0                 0                 0        76,206,800

Ｂ検受取受験料                 0                 0        63,479,300                 0                 0                 0                 0        63,479,300

受取キャリア教育事業                 0                 0                 0                 0            63,000                 0                 0            63,000

受取補助金等         6,801,000[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]         6,801,000[ ]

受取国庫補助金         6,801,000                 0                 0                 0                 0                 0                 0         6,801,000

受取寄付金                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]        15,593,505[ ]                 0[ ]                 0[ ]        15,593,505[ ]

受取総覧配布協力金                 0                 0                 0                 0        15,593,505                 0                 0        15,593,505

受取事務手数料                 0[ ]                 0[ ]         7,074,754[ ]        34,012,979[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]        41,087,733[ ]

受取保険事務手数料                 0                 0                 0        34,012,979                 0                 0                 0        34,012,979

Ｊ検受取事務手数料                 0                 0         1,262,765                 0                 0                 0                 0         1,262,765

Ｂ検受取事務手数料                 0                 0         5,811,989                 0                 0                 0                 0         5,811,989

受取広告料                 0[ ]                 0[ ]        12,292,670[ ]         1,052,045[ ]                 0[ ]           100,000[ ]                 0[ ]        13,444,715[ ]

受取広告料                 0                 0                 0         1,052,045                 0           100,000                 0         1,152,045

Ｊ検受取広告料                 0                 0         6,947,670                 0                 0                 0                 0         6,947,670

Ｂ検受取広告料                 0                 0         5,345,000                 0                 0                 0                 0         5,345,000

雑収益                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]         4,491,585[ ]                 0[ ]         4,491,585[ ]

賞与引当金戻入額                 0                 0                 0                 0                 0         4,400,000                 0         4,400,000

受取利息                 0                 0                 0                 0                 0            91,585                 0            91,585

経常収益計        15,668,000         6,050,900       159,053,524        35,065,024        15,656,505         4,592,185                 0       236,086,138

(2) 経常費用

事業費        55,001,439[ ]         9,359,967[ ]       120,722,702[ ]        18,857,651[ ]        12,834,182[ ]                 0[ ]                 0[ ]       216,775,941[ ]

会議運営費           341,464                 0                 0             3,190                 0                 0                 0           344,654

研修研究費        14,466,352                 0                 0                 0                 0                 0                 0        14,466,352

調査広報活動費           100,285                 0                 0                 0                 0                 0                 0           100,285

認定費                 0         1,032,649                 0                 0                 0                 0                 0         1,032,649

Ｊ検試験運営費                 0                 0        38,422,189                 0                 0                 0                 0        38,422,189

Ｊ検普及広報費                 0                 0         6,846,437                 0                 0                 0                 0         6,846,437

Ｂ検試験運営費                 0                 0        38,558,829                 0                 0                 0                 0        38,558,829

Ｂ検普及広報費                 0                 0         8,614,453                 0                 0                 0                 0         8,614,453

教材事業費                 0                 0                 0                 0            62,884                 0                 0            62,884

総覧発行費                 0                 0                 0                 0         9,588,559                 0                 0         9,588,559

保険事務委託費                 0                 0                 0        12,377,054                 0                 0                 0        12,377,054

給料手当        24,213,736         4,952,809        14,308,115         3,301,872         1,650,936                 0                 0        48,427,468

雑給         1,128,409           230,808           666,783           153,872            76,935                 0                 0         2,256,807

退職給付引当金繰入         2,175,756           445,041         1,285,674           296,694           148,347                 0                 0         4,351,512

法定福利費         4,182,584           855,527         2,471,524           570,351           285,175                 0                 0         8,365,161

福利厚生費           307,393            62,875           181,638            41,916            20,958                 0                 0           614,780

旅費交通費           772,701           158,051           456,594           105,367            52,683                 0                 0         1,545,396

通信運搬費           218,017            44,594           128,827            29,729            14,864                 0                 0           436,031

減価償却費           471,182            96,378           278,425            64,252            32,126                 0                 0           942,363

消耗品費           159,520            32,628            94,260            21,752            10,876                 0                 0           319,036

新聞図書費            29,040             5,940            17,160             3,960             1,980                 0                 0            58,080

印刷費           149,408            30,560            88,285            20,373            10,186                 0                 0           298,812

水道光熱費           249,271            50,986           147,295            33,991            16,995                 0                 0           498,538

家賃         4,267,167           872,829         2,521,506           581,886           290,943                 0                 0         8,534,331

リース料           782,568           160,070           462,425           106,713            53,356                 0                 0         1,565,132

租税公課           264,562           180,539         4,745,639         1,046,224           467,153                 0                 0         6,704,117

支払手数料           568,039           116,189           335,658            77,459            38,729                 0                 0         1,136,074

雑費           153,985            31,494            90,986            20,996            10,497                 0                 0           307,958

管理費                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]        25,071,034[ ]                 0[ ]        25,071,034[ ]

給料手当                 0                 0                 0                 0                 0         6,603,745                 0         6,603,745

雑給                 0                 0                 0                 0                 0           307,745                 0           307,745

賞与引当金繰入                 0                 0                 0                 0                 0         6,900,000                 0         6,900,000

退職給付引当金繰入                 0                 0                 0                 0                 0           593,388                 0           593,388

法定福利費                 0                 0                 0                 0                 0         1,140,703                 0         1,140,703

福利厚生費                 0                 0                 0                 0                 0            83,833                 0            83,833

役員会運営費                 0                 0                 0                 0                 0         2,323,082                 0         2,323,082

渉外費                 0                 0                 0                 0                 0            51,800                 0            51,800

旅費交通費                 0                 0                 0                 0                 0           210,735                 0           210,735

通信運搬費                 0                 0                 0                 0                 0            59,458                 0            59,458

減価償却費                 0                 0                 0                 0                 0           128,504                 0           128,504

消耗品費                 0                 0                 0                 0                 0            43,504                 0            43,504

新聞図書費                 0                 0                 0                 0                 0             7,920                 0             7,920

印刷費                 0                 0                 0                 0                 0            40,747                 0            40,747

水道光熱費                 0                 0                 0                 0                 0            67,982                 0            67,982

家賃                 0                 0                 0                 0                 0         1,163,772                 0         1,163,772

リース料                 0                 0                 0                 0                 0           213,427                 0           213,427

租税公課                 0                 0                 0                 0                 0            59,883                 0            59,883

支払手数料                 0                 0                 0                 0                 0         5,028,813                 0         5,028,813

雑費                 0                 0                 0                 0                 0            41,993                 0            41,993

経常費用計        55,001,439         9,359,967       120,722,702        18,857,651        12,834,182        25,071,034                 0       241,846,975

評価損益等調整前当期経常増減額 △     39,333,439 △      3,309,067        38,330,822        16,207,373         2,822,323 △     20,478,849                 0 △      5,760,837

評価損益等計                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0

当期経常増減額 △     39,333,439 △      3,309,067        38,330,822        16,207,373         2,822,323 △     20,478,849                 0 △      5,760,837

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

退職給付引当金振替額                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]        14,510,600[ ]                 0[ ]        14,510,600[ ]

経常外収益計                 0                 0                 0                 0                 0        14,510,600                 0        14,510,600

(2) 経常外費用

退職給付引当金繰入額                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]        14,510,600[ ]                 0[ ]        14,510,600[ ]

経常外費用計                 0                 0                 0                 0                 0        14,510,600                 0        14,510,600

当期経常外増減額                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0

他会計振替前当期一般正味財産増減額 △     39,333,439 △      3,309,067        38,330,822        16,207,373         2,822,323 △     20,478,849                 0 △      5,760,837

税引前当期一般正味財産増減額 △     39,333,439 △      3,309,067        38,330,822        16,207,373         2,822,323 △     20,478,849                 0 △      5,760,837

法人税、住民税及び事業税                 0[ ]                 0[ ]         2,947,490[ ]         2,265,241[ ]            26,451[ ]            28,523[ ]                 0[ ]         5,267,705[ ]

当期一般正味財産増減額 △     39,333,439 △      3,309,067        35,383,332        13,942,132         2,795,872 △     20,507,372                 0 △     11,028,542

一般正味財産期首残高                 0                 0                 0                 0                 0                 0       557,571,278       557,571,278

一般正味財産期末残高 △     39,333,439 △      3,309,067        35,383,332        13,942,132         2,795,872 △     20,507,372       557,571,278       546,542,736

Ⅱ  指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0

指定正味財産期首残高                 0                 0                 0                 0                 0                 0        30,000,000        30,000,000

指定正味財産期末残高                 0                 0                 0                 0                 0                 0        30,000,000        30,000,000

Ⅲ  正味財産期末残高 △     39,333,439 △      3,309,067        35,383,332        13,942,132         2,795,872 △     20,507,372       587,571,278       576,542,736
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合計

小計

小計

合計

小計

科目

基本財産

退職給付引当資産

当期末残高

80,691,800

30,000,000

３.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

80,691,800

( 80,691,800)

(うち指定正味財産

－ (           0)

30,000,000

( 30,000,000) (           0)

対応する額）

(うち負債に

－

からの充当額） からの充当額）

(うち一般正味財産

( 80,691,800)

( 80,691,800)(           0)

－ (           0)80,691,800

110,691,800 ( 30,000,000)

財務諸表に対する注記

科目

30,000,000

前期末残高

00基本財産

当期末残高

0

(単位：円)

当期減少額当期増加額

30,000,000

30,000,000

（４）

（５）

賞与引当金

退職給付引当金

リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引については､通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっている。

２.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産

一般財団法人　職業教育・キャリア教育財団

１.重要な会計方針

（１）

（２）

公益法人会計基準の適用

｢公益法人会計基準｣(平成20年4月11日 改正平成21年10月16日内閣府公益認定等委員会)を採用している。

棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法によっている。

固定資産の減価償却の方法

110,691,800

特定資産

0

0

定額法による。但し､平成28年3月31日以前に取得したものについては､定率法による。

定率法による。

（３）

ソフトウエア 定額法による。

引当金の計上基準

22,752,100 0退職給付引当資産

什器備品

建物附属設備

小計

賞与金の支払に備えて､賞与支給見込額の当期負担額を計上している。

期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

（６）

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

22,752,100

令和7年3月31日

22,752,100

(単位：円)

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

基本財産

特定資産

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

80,691,800

0

87,939,700

57,939,700

30,000,000

57,939,700

－

( 30,000,000) (           0)
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合計

合計

国庫補助金 文部科学省

建物附属設備

什器備品

補助金等の名称

科目 取得価額

6,801,000

減価償却累計額

(単位：円)

当期末残高

(単位：円)

当期 当期 当期末 貸借対照表上

増加額 減少額 残高 の記載区分

6,801,000

9,560,372

2,267,833

12,410,283

582,089 582,078 11

23,840

1,582,167

9,584,212

14,016,301

0

前期末

0

0

残高

06,801,000 6,801,000 －

交付者

1,606,018

3,850,000ソフトウエア

補助金

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

４.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

５.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
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0 80,691,800

賞与引当金 4,400,000 6,900,000 4,400,000 0 6,900,000

退職給付引当金 57,939,700 22,752,100 0

科目 期首残高

当期減少額

期末残高当期増加額 その他

１.基本財産及び特定資産の明細

財務諸表の注記に記載しているため、その内容を省略している。

２.引当金の明細

目的使用

附属明細書

(単位：円)

一般財団法人　職業教育・キャリア教育財団

令和7年3月31日
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収支計算書
令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで

一般財団法人 職業教育・キャリア教育財団

（単位：円）

科 目 予算額 決算額 差 異

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用益            10,000[ ]               600[ ]             9,400[ ]

基本財産受取利息            10,000               600             9,400

事業収益       172,850,000[ ]       154,667,000[ ]        18,183,000[ ]

受取研修受講料等         9,520,000         8,867,000           653,000

受取認定料         6,060,000         6,050,900             9,100

Ｊ検受取受験料        78,220,000        76,206,800         2,013,200

Ｂ検受取受験料        78,950,000        63,479,300        15,470,700

受取キャリア教育事業           100,000            63,000            37,000

受取補助金等         8,380,000[ ]         6,801,000[ ]         1,579,000[ ]

受取国庫補助金         8,380,000         6,801,000         1,579,000

受取寄付金        16,650,000[ ]        15,593,505[ ]         1,056,495[ ]

受取総覧配布協力金        16,650,000        15,593,505         1,056,495

受取事務手数料        42,410,000[ ]        41,087,733[ ]         1,322,267[ ]

受取保険事務手数料        33,190,000        34,012,979 △        822,979

Ｊ検受取事務手数料         1,220,000         1,262,765 △         42,765

Ｂ検受取事務手数料         8,000,000         5,811,989         2,188,011

受取広告料        13,310,000[ ]        13,444,715[ ] △        134,715[ ]

受取広告料           960,000         1,152,045 △        192,045

Ｊ検受取広告料         7,000,000         6,947,670            52,330

Ｂ検受取広告料         5,350,000         5,345,000             5,000

雑収益         4,410,000[ ]         4,491,585[ ] △         81,585[ ]

賞与引当金戻入額         4,400,000         4,400,000                 0

受取利息            10,000            91,585 △         81,585

経常収益計       258,020,000       236,086,138        21,933,862

(2) 経常費用

事業費       256,180,000[ ]       216,775,941[ ]        39,404,059[ ]

会議運営費           600,000           344,654           255,346

研修研究費        17,630,000        14,466,352         3,163,648

調査広報活動費           410,000           100,285           309,715

認定費           960,000         1,032,649 △         72,649

Ｊ検試験運営費        46,090,000        38,422,189         7,667,811

Ｊ検普及広報費         8,730,000         6,846,437         1,883,563

Ｂ検試験運営費        45,270,000        38,558,829         6,711,171

Ｂ検普及広報費         9,950,000         8,614,453         1,335,547

教材事業費           100,000            62,884            37,116

総覧発行費         9,300,000         9,588,559 △        288,559

保険事務委託費        13,150,000        12,377,054           772,946

給料手当        56,400,000        48,427,468         7,972,532

雑給         4,700,000         2,256,807         2,443,193

退職給付引当金繰入         5,076,000         4,351,512           724,488

法定福利費        10,904,000         8,365,161         2,538,839

福利厚生費         1,128,000           614,780           513,220

旅費交通費         2,162,000         1,545,396           616,604

通信運搬費           752,000           436,031           315,969

減価償却費         1,034,000           942,363            91,637

消耗品費           940,000           319,036           620,964

新聞図書費            94,000            58,080            35,920

印刷費           752,000           298,812           453,188

水道光熱費           940,000           498,538           441,462

家賃         9,118,000         8,534,331           583,669

リース料         2,162,000         1,565,132           596,868

租税公課         5,854,000         6,704,117 △        850,117

支払手数料         1,598,000         1,136,074           461,926

雑費           376,000           307,958            68,042

管理費        20,200,000[ ]        25,071,034[ ] △      4,871,034[ ]

給料手当         3,600,000         6,603,745 △      3,003,745

雑給           300,000           307,745 △          7,745

賞与引当金繰入         4,700,000         6,900,000 △      2,200,000

退職給付引当金繰入           324,000           593,388 △        269,388
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科 目 予算額 決算額 差 異

法定福利費           696,000         1,140,703 △        444,703

福利厚生費            72,000            83,833 △         11,833

役員会運営費         3,370,000         2,323,082         1,046,918

渉外費           150,000            51,800            98,200

旅費交通費           138,000           210,735 △         72,735

通信運搬費            48,000            59,458 △         11,458

減価償却費            66,000           128,504 △         62,504

消耗品費            60,000            43,504            16,496

新聞図書費             6,000             7,920 △          1,920

印刷費            48,000            40,747             7,253

水道光熱費            60,000            67,982 △          7,982

家賃           582,000         1,163,772 △        581,772

リース料           138,000           213,427 △         75,427

租税公課           316,000            59,883           256,117

支払手数料         5,502,000         5,028,813           473,187

雑費            24,000            41,993 △         17,993

経常費用計       276,380,000       241,846,975        34,533,025

評価損益等調整前当期経常増減額 △     18,360,000 △      5,760,837 △     12,599,163

評価損益等計                 0                 0                 0

当期経常増減額 △     18,360,000 △      5,760,837 △     12,599,163

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

退職給付引当金振替額                 0[ ]        14,510,600[ ] △     14,510,600[ ]

経常外収益計                 0        14,510,600 △     14,510,600

(2) 経常外費用

退職給付引当金繰入額                 0[ ]        14,510,600[ ] △     14,510,600[ ]

経常外費用計                 0        14,510,600 △     14,510,600

当期経常外増減額                 0                 0                 0

税引前当期一般正味財産増減額 △     18,360,000 △      5,760,837 △     12,599,163

法人税、住民税及び事業税         4,640,000[ ]         5,267,705[ ] △        627,705[ ]

当期一般正味財産増減額 △     23,000,000 △     11,028,542 △     11,971,458

一般正味財産期首残高       557,571,278       557,571,278                 0

一般正味財産期末残高       534,571,278       546,542,736 △     11,971,458

Ⅱ  指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額                 0                 0                 0

指定正味財産期首残高        30,000,000        30,000,000                 0

指定正味財産期末残高        30,000,000        30,000,000                 0

Ⅲ  正味財産期末残高       564,571,278       576,542,736 △     11,971,458
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監査報告書 

 

令和７年６月６日 

一般財団法人 職業教育・キャリア教育財団 

理 事 長  中 村   徹 殿 

 

一般財団法人 職業教育・キャリア教育財団 

監事  竹 内 祐 治 

監事  坂 本   歩 

監事  戸 早 秀 暢 

 

私たち監事は、令和６年度（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）における事業報告等、

財務諸表等、公益目的支出計画実施報告書及び理事の職務執行状況の監査を行いましたので、次のと

おり報告いたします。 

 

 １．監査の方法及びその内容 

   各監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると

ともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査

いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告等（事業報告及びその附属明

細書）並びに公益目的支出計画実施報告書について検討いたしました。 

   さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る財務諸表等（貸借

対照表、正味財産増減計算書、これらの附属明細書、収支計算書）について検討いたしました。 

 

 ２．監査意見 

 （１）事業報告等（事業報告及びその附属明細書）は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく

示しているものと認めます。 

 （２）理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら

れません。 

 （３）財務諸表等（貸借対照表、正味財産増減計算書、これらの附属明細書、収支計算書）は、法

人の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に示しているものと認めます。 

 （４）公益目的支出計画実施報告書は、法令及び定款に従い、法人の公益目的支出計画の実施の状

況を正しく示しているものと認めます。 

以 上 
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第1次補正予算書
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

一般財団法人 職業教育・キャリア教育財団

（単位：円）

科        目 補正前予算額 補正額 補正後予算額

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用益           10,000[ ]                0[ ] [ ]          10,000

基本財産受取利息           10,000                0           10,000

事業収益      175,360,000[ ]                0[ ] [ ]     175,360,000

受取研修受講料等        9,760,000                0        9,760,000

受取認定料        6,510,000                0        6,510,000

Ｊ検受取受験料       85,120,000                0       85,120,000

Ｂ検受取受験料       69,950,000                0       69,950,000

受取キャリア教育事業        4,020,000                0        4,020,000

受取補助金等        8,380,000[ ]                0[ ] [ ]       8,380,000

受取国庫補助金        8,380,000                0        8,380,000

受取寄付金       15,820,000[ ]                0[ ] [ ]      15,820,000

受取総覧配布協力金       15,820,000                0       15,820,000

受取事務手数料       40,860,000[ ]                0[ ] [ ]      40,860,000

受取保険事務手数料       32,610,000                0       32,610,000

Ｊ検受取事務手数料        1,250,000                0        1,250,000

Ｂ検受取事務手数料        7,000,000                0        7,000,000

受取広告料       13,810,000[ ]                0[ ] [ ]      13,810,000

受取広告料          960,000                0          960,000

Ｊ検受取広告料        7,500,000                0        7,500,000

Ｂ検受取広告料        5,350,000                0        5,350,000

雑収益        7,010,000[ ]                0[ ] [ ]       7,010,000

賞与引当金戻入額        7,000,000                0        7,000,000

受取利息           10,000                0           10,000

経常収益計      261,250,000                0      261,250,000

(2) 経常費用

事業費      252,798,000[ ]                0[ ] [ ]     252,798,000

会議運営費          530,000                0          530,000

研修研究費       17,680,000                0       17,680,000

調査広報活動費          350,000                0          350,000

認定費          950,000                0          950,000

Ｊ検試験運営費       45,220,000                0       45,220,000

Ｊ検普及広報費        8,520,000                0        8,520,000

Ｂ検試験運営費       42,730,000                0       42,730,000

Ｂ検普及広報費        9,730,000                0        9,730,000

教材事業費        2,060,000                0        2,060,000

総覧発行費       10,350,000                0       10,350,000

保険事務委託費       12,450,000                0       12,450,000

給料手当       55,930,000                0       55,930,000

雑給        4,042,000                0        4,042,000

退職給付引当金繰入        5,076,000                0        5,076,000

法定福利費       10,622,000                0       10,622,000

福利厚生費        1,034,000                0        1,034,000

旅費交通費        1,974,000                0        1,974,000

通信運搬費          564,000                0          564,000

減価償却費          564,000                0          564,000

消耗品費        1,128,000                0        1,128,000

新聞図書費           94,000                0           94,000

印刷費          752,000                0          752,000

水道光熱費          940,000                0          940,000

家賃        9,118,000                0        9,118,000

リース料        2,162,000                0        2,162,000

租税公課        6,254,000                0        6,254,000

支払手数料        1,598,000                0        1,598,000

雑費          376,000                0          376,000

管理費       23,142,000[ ]                0[ ] [ ]      23,142,000

給料手当        3,570,000                0        3,570,000

雑給          258,000                0          258,000

賞与引当金繰入        7,400,000                0        7,400,000

退職給付引当金繰入          324,000                0          324,000
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科        目 補正前予算額 補正額 補正後予算額

法定福利費          678,000                0          678,000

福利厚生費           66,000                0           66,000

役員会運営費        3,750,000                0        3,750,000

渉外費          150,000                0          150,000

旅費交通費          126,000                0          126,000

通信運搬費           36,000                0           36,000

減価償却費           36,000                0           36,000

消耗品費           72,000                0           72,000

新聞図書費            6,000                0            6,000

印刷費           48,000                0           48,000

水道光熱費           60,000                0           60,000

家賃          582,000                0          582,000

リース料          138,000                0          138,000

租税公課          316,000                0          316,000

支払手数料        5,502,000                0        5,502,000

雑費           24,000                0           24,000

経常費用計      275,940,000                0      275,940,000

評価損益等調整前当期経常増減額 △    14,690,000                0 △    14,690,000

評価損益等計                0                0                0

当期経常増減額 △    14,690,000                0 △    14,690,000

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計                0                0                0

(2) 経常外費用

経常外費用計                0                0                0

当期経常外増減額                0                0                0

税引前当期一般正味財産増減額 △    14,690,000                0 △    14,690,000

法人税、住民税及び事業税 [ ]       5,140,000                0[ ] [ ]       5,140,000

当期一般正味財産増減額 △    19,830,000                0 △    19,830,000

一般正味財産期首残高      534,571,278       11,971,458      546,542,736

一般正味財産期末残高      514,741,278       11,971,458      526,712,736

Ⅱ  指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額                0                0                0

指定正味財産期首残高       30,000,000                0       30,000,000

指定正味財産期末残高       30,000,000                0       30,000,000

Ⅲ  正味財産期末残高      544,741,278       11,971,458      556,712,736
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収支予算書内訳表 第1次補正予算
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

一般財団法人 職業教育・キャリア教育財団 （単位：円）

科        目
実施事業等会計

研修研究事業 認定表彰事業

その他会計

検定事業 保険事業 出版・広報事業 法人会計 内部取引消去 合計

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用益                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]            10,000[ ]                 0[ ]            10,000[ ]

基本財産受取利息                 0                 0                 0                 0                 0            10,000                 0            10,000

事業収益         9,760,000[ ]         6,510,000[ ]       155,070,000[ ]                 0[ ]         4,020,000[ ]                 0[ ]                 0[ ]       175,360,000[ ]

受取研修受講料等         9,760,000                 0                 0                 0                 0                 0                 0         9,760,000

受取認定料                 0         6,510,000                 0                 0                 0                 0                 0         6,510,000

Ｊ検受取受験料                 0                 0        85,120,000                 0                 0                 0                 0        85,120,000

Ｂ検受取受験料                 0                 0        69,950,000                 0                 0                 0                 0        69,950,000

受取キャリア教育事業                 0                 0                 0                 0         4,020,000                 0                 0         4,020,000

受取補助金等         8,380,000[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]         8,380,000[ ]

受取国庫補助金         8,380,000                 0                 0                 0                 0                 0                 0         8,380,000

受取寄付金                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]        15,820,000[ ]                 0[ ]                 0[ ]        15,820,000[ ]

受取総覧配布協力金                 0                 0                 0                 0        15,820,000                 0                 0        15,820,000

受取事務手数料                 0[ ]                 0[ ]         8,250,000[ ]        32,610,000[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]        40,860,000[ ]

受取保険事務手数料                 0                 0                 0        32,610,000                 0                 0                 0        32,610,000

Ｊ検受取事務手数料                 0                 0         1,250,000                 0                 0                 0                 0         1,250,000

Ｂ検受取事務手数料                 0                 0         7,000,000                 0                 0                 0                 0         7,000,000

受取広告料                 0[ ]                 0[ ]        12,850,000[ ]           860,000[ ]                 0[ ]           100,000[ ]                 0[ ]        13,810,000[ ]

受取広告料                 0                 0                 0           860,000                 0           100,000                 0           960,000

Ｊ検受取広告料                 0                 0         7,500,000                 0                 0                 0                 0         7,500,000

Ｂ検受取広告料                 0                 0         5,350,000                 0                 0                 0                 0         5,350,000

雑収益                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]         7,010,000[ ]                 0[ ]         7,010,000[ ]

賞与引当金戻入額                 0                 0                 0                 0                 0         7,000,000                 0         7,000,000

受取利息                 0                 0                 0                 0                 0            10,000                 0            10,000

経常収益計        18,140,000         6,510,000       176,170,000        33,470,000        19,840,000         7,120,000                 0       261,250,000

(2) 経常費用

事業費        56,294,000[ ]        10,308,000[ ]       149,456,000[ ]        19,742,000[ ]        16,998,000[ ]                 0[ ]                 0[ ]       252,798,000[ ]

会議運営費           350,000                 0                 0           180,000                 0                 0                 0           530,000

研修研究費        17,680,000                 0                 0                 0                 0                 0                 0        17,680,000

調査広報活動費           210,000                 0                 0           140,000                 0                 0                 0           350,000

認定費                 0           950,000                 0                 0                 0                 0                 0           950,000

Ｊ検試験運営費                 0                 0        45,220,000                 0                 0                 0                 0        45,220,000

Ｊ検普及広報費                 0                 0         8,520,000                 0                 0                 0                 0         8,520,000

Ｂ検試験運営費                 0                 0        42,730,000                 0                 0                 0                 0        42,730,000

Ｂ検普及広報費                 0                 0         9,730,000                 0                 0                 0                 0         9,730,000

教材事業費                 0                 0                 0                 0         2,060,000                 0                 0         2,060,000

総覧発行費                 0                 0                 0                 0        10,350,000                 0                 0        10,350,000

保険事務委託費                 0                 0                 0        12,450,000                 0                 0                 0        12,450,000

給料手当        22,015,000         5,355,000        22,610,000         3,570,000         2,380,000                 0                 0        55,930,000

雑給         1,591,000           387,000         1,634,000           258,000           172,000                 0                 0         4,042,000

退職給付引当金繰入         1,998,000           486,000         2,052,000           324,000           216,000                 0                 0         5,076,000

法定福利費         4,181,000         1,017,000         4,294,000           678,000           452,000                 0                 0        10,622,000

福利厚生費           407,000            99,000           418,000            66,000            44,000                 0                 0         1,034,000

旅費交通費           777,000           189,000           798,000           126,000            84,000                 0                 0         1,974,000

通信運搬費           222,000            54,000           228,000            36,000            24,000                 0                 0           564,000

減価償却費           222,000            54,000           228,000            36,000            24,000                 0                 0           564,000

消耗品費           444,000           108,000           456,000            72,000            48,000                 0                 0         1,128,000

新聞図書費            37,000             9,000            38,000             6,000             4,000                 0                 0            94,000

印刷費           296,000            72,000           304,000            48,000            32,000                 0                 0           752,000

水道光熱費           370,000            90,000           380,000            60,000            40,000                 0                 0           940,000

家賃         3,589,000           873,000         3,686,000           582,000           388,000                 0                 0         9,118,000

リース料           851,000           207,000           874,000           138,000            92,000                 0                 0         2,162,000

租税公課           277,000           169,000         4,458,000           846,000           504,000                 0                 0         6,254,000

支払手数料           629,000           153,000           646,000           102,000            68,000                 0                 0         1,598,000

雑費           148,000            36,000           152,000            24,000            16,000                 0                 0           376,000

管理費                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]        23,142,000[ ]                 0[ ]        23,142,000[ ]

給料手当                 0                 0                 0                 0                 0         3,570,000                 0         3,570,000

雑給                 0                 0                 0                 0                 0           258,000                 0           258,000

賞与引当金繰入                 0                 0                 0                 0                 0         7,400,000                 0         7,400,000

退職給付引当金繰入                 0                 0                 0                 0                 0           324,000                 0           324,000

法定福利費                 0                 0                 0                 0                 0           678,000                 0           678,000

福利厚生費                 0                 0                 0                 0                 0            66,000                 0            66,000

役員会運営費                 0                 0                 0                 0                 0         3,750,000                 0         3,750,000

渉外費                 0                 0                 0                 0                 0           150,000                 0           150,000

旅費交通費                 0                 0                 0                 0                 0           126,000                 0           126,000

通信運搬費                 0                 0                 0                 0                 0            36,000                 0            36,000

減価償却費                 0                 0                 0                 0                 0            36,000                 0            36,000

消耗品費                 0                 0                 0                 0                 0            72,000                 0            72,000

新聞図書費                 0                 0                 0                 0                 0             6,000                 0             6,000

印刷費                 0                 0                 0                 0                 0            48,000                 0            48,000

水道光熱費                 0                 0                 0                 0                 0            60,000                 0            60,000

家賃                 0                 0                 0                 0                 0           582,000                 0           582,000

リース料                 0                 0                 0                 0                 0           138,000                 0           138,000

租税公課                 0                 0                 0                 0                 0           316,000                 0           316,000

支払手数料                 0                 0                 0                 0                 0         5,502,000                 0         5,502,000

雑費                 0                 0                 0                 0                 0            24,000                 0            24,000

経常費用計        56,294,000        10,308,000       149,456,000        19,742,000        16,998,000        23,142,000                 0       275,940,000

評価損益等調整前当期経常増減額 △     38,154,000 △      3,798,000        26,714,000        13,728,000         2,842,000 △     16,022,000                 0 △     14,690,000

評価損益等計                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0

当期経常増減額 △     38,154,000 △      3,798,000        26,714,000        13,728,000         2,842,000 △     16,022,000                 0 △     14,690,000

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0

(2) 経常外費用

経常外費用計                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0

当期経常外増減額                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0

他会計振替前当期一般正味財産増減額 △     38,154,000 △      3,798,000        26,714,000        13,728,000         2,842,000 △     16,022,000                 0 △     14,690,000

税引前当期一般正味財産増減額 △     38,154,000 △      3,798,000        26,714,000        13,728,000         2,842,000 △     16,022,000                 0 △     14,690,000

法人税、住民税及び事業税                 0[ ]                 0[ ]         3,150,000[ ]         1,850,000[ ]           130,000[ ]            10,000[ ]                 0[ ]         5,140,000[ ]

当期一般正味財産増減額 △     38,154,000 △      3,798,000        23,564,000        11,878,000         2,712,000 △     16,032,000                 0 △     19,830,000

一般正味財産期首残高                 0                 0                 0                 0                 0                 0       546,542,736       546,542,736

一般正味財産期末残高 △     38,154,000 △      3,798,000        23,564,000        11,878,000         2,712,000 △     16,032,000       546,542,736       526,712,736

Ⅱ  指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0

指定正味財産期首残高                 0                 0                 0                 0                 0                 0        30,000,000        30,000,000

指定正味財産期末残高                 0                 0                 0                 0                 0                 0        30,000,000        30,000,000

Ⅲ  正味財産期末残高 △     38,154,000 △      3,798,000        23,564,000        11,878,000         2,712,000 △     16,032,000       576,542,736       556,712,736
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［第４号議案］評議員会の招集について（※理事会のみの議案） 

 

次のとおり第１０１回評議員会を招集したいのでご承認をいただきたい。 

 

１．日時：令和７年６月２６日（木）１４：３０～１６：３０ 

２．場所：アルカディア市ヶ谷 

３．目的：以下の議案につき審議する。 

○令和６年度事業報告 

○令和６年度決算報告ならびに監査報告 

○令和７年度第１次補正予算 

○評議員の補欠について 

 

 

［第４号議案］評議員の補欠について（※評議員会のみの議案） 

 

評議員の辞任にともなう補欠を行いたいので、ご審議いただきたい。 

 

○「評議員の選任及び解任」関係：定款第１２条第１項 

○「評議員の任期」関係：定款第１３条第２項 

○「評議員会の決議」関係：定款第２０条第１項 

  ○「評議員候補者の選考」関係：定款施行細則第３条 
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